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 第 5 章ではＩＴ投資と並んで重要な要素となるインタンジブル・アセットにつ
いて論じたい。損害保険会社においてこの要素がどのように生産性に寄与してい
くのかを検証する。 






























図 1 ＩＴと生産性 
 
        出所：インタンジブル・アセット（ダイヤモンド社、p.22） 
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・ＡＴＭ導入により、週 7 日 365 日入出金が可能となった 
・それに伴い取り扱い額は 3 倍以上となった 
































１．コンピュータに投資された 1 ドルは株価による企業価値を 10 ドル以上増加
















































2.2.2 業務プロセス変革による生産性向上の事例  
あるクレジットカード会社の業務プロセスを調査した研究によれば、カード申





















































 図 3 の通り、日本の名目生産性（物価上昇除く）はリーマンショックのあった
2008 年度～2011 年度に下落しているが、直近ではゆるやかに回復。絶対額もリ
ーマンショック前を超えるに至った。足元の失業率も低下しておりむしろ人手不
足が露呈しているほどである。2017 年度の労働生産性は 836 万円と前年比＋0.4%
改善された。 
 




 一方、図 4 の通り物価上昇率を控除した実質労働生産性について、2017 年度は
＋0.3%と 3 年連続のプラスとなったものの、名目生産性と比較し低く推移してい












 次に時間当たりの労働生産性を確認したい。図 5 の通り労働時間は 1990 年代










































































図 9 主要先進 7 カ国の就業者一人あたり労働生産性の順位 
出所：公益社団法人日本生産性本部『日本の労働生産性の国際比較 2018』p5 
 
 日本の労働生産性は 1990 年頃までアメリカの 4 分の 3 程度であったが、現在










図 10 はアメリカの労働生産性を 100 とした場合の産業別日本の労働生産性で
ある。直近 20 年間はアメリカの一人勝ちといっても良さそうだ。日本もアメリ
カとの差は縮まらず、若干の拡大傾向ではある。図 11 の通り、1998 年～2000 年































































出所：日本情報システムユーザー協会（2018）『企業 IT 動向調査報告書 2018』pxx 
 
 















































出所：日本情報システムユーザー協会（2018）『企業 IT 動向調査報告書 2018』p40 
 
3.2.2 デジタル化への課題 















 図 21 の通り、ＩＴ予算は 05 年度からの推移を見ると一貫して増え続けている
事が分かる。18 年度予測の増減内訳をみると、増加の割合が 40.7％で平均値の
39.7％を 2 年ぶりに上回った。減少の割合は 13.8％で、平均値の 27.5％大きく








出所：日本情報システムユーザー協会（2018）『企業 IT 動向調査報告書 2018』p48 
 
 














出所：日本情報システムユーザー協会（2018）『企業 IT 動向調査報告書 2018』p70 
 
 












出所：日本情報システムユーザー協会（2018）『企業 IT 動向調査報告書 2018』p124 
 
3.2.6 ＩＴ人材の状況 































出所：日本情報システムユーザー協会（2018）『企業 IT 動向調査報告書 2018』p128 
 
3.2.7 ＩＴ部門の競争力強化のために 





出所：日本情報システムユーザー協会（2018）『企業 IT 動向調査報告書 2018』p169 
 



















    出所：日本情報システムユーザー協会（2018）『企業 IT 動向調査報告書 2018』p172 
 
 












1989 年 12 月 日経平均株価最高値（38,915 円 87 銭） 
1990 年 3 月  バブル崩壊 
1995 年 1 月  阪神淡路大震災 
1996 年 4 月  保険業法改正 
1996 年 10 月 子会社方式による生損保相互参入 
1998 年 7 月  算定会料率使用義務の廃止（保険料完全自由化） 
2000 年 12 月 ＩＴバブル崩壊 
2001 年 4 月  銀行窓販一部解禁 
2005 年 7 月  保険金不払問題（三井住友海上、損保ジャパン業務停止） 
2007 年 12 月 銀行窓販全面解禁 
2008 年 9 月  リーマンショック 
2011 年 3 月  東日本大震災 
2011 年 7 月  タイ洪水 
2016 年 5 月  保険業法改正 
 
また、損保の歴史は合併の歴史でもある。下記に示したたけでも 2000 年まで
は 12 社も存在していた。1998 年の保険料自由化を機に損保も体力勝負となり
次々に合併。今では大手 4 社に集約されている。 
 
2001 年 4 月  大東京火災・千代田火災が合併し「あいおい損保」へ 
2001 年 4 月  日本火災・興亜火災が合併し「日本興亜損保」へ 
2001 年 10 月 三井海上・住友海上が合併し、「三井住友海上」へ 
2002 年 4 月  太陽火災を日本興亜損保が吸収合併 
2002 年 4 月  東京海上・日動火災が持ち株会社「ミレアＨＤ」を設立 
2002 年 7 月  安田火災・日産火災が合併し「損保ジャパンへ」 
2002 年 12 月 破綻した大成火災を損保ジャパンが吸収合併 
2004 年 10 月 東京海上・日動火災が合併し「東京海上日動」へ 
2010 年 4 月  三井住友海上・あいおい損保・ニッセイ同和が持株会社「ＭＳ＆
ＡＤＧ」を設立 
2010 年 10 月 あいおい損保・ニッセイ同和が合併し「あいおいニッセイ同和」 
2010 年 10 月 損保ジャパン・日本興亜が持株会社「ＮＫＳＪＨＤ」を設立 




4.2 損害保険会社大手 4 社の経年データより 





   本研究論文で意味する生産性は労働生産性のことである。 







   労働生産性＝正味収入保険料（売上高）÷従業員数 
 
注２：各保険会社のデータ 
   本章で使用するデータは有価証券報告書記載の数値使用している。 




   ・三井住友海上 
    1989 年度～2000 年度 三井海上 
    2001 年度～2017 年度 三井住友海上 
 
   ・東京海上日動 
    1989 年度～2003 年度 東京海上 
    2004 年度～2017 年度 東京海上日動 
 
   ・損保ジャパン日本興亜 
    1989 年度～2001 年度 安田火災 
    2003 年度～2013 年度 損保ジャパン 
    2014 年度～2017 年度 損保ジャパン日本興亜 
 
   ・あいおいニッセイ同和 
    1898 年度～2000 年度 大東京火災 
    2001 年度～2009 年度 あいおい損保 



















１．三井住友海上の直近の営業経費は約 2000 億程度だが、うち 350 億程度がＩ
Ｔ関連へ投下されている（17.5％程度） 
２．あいおいニッセイ同和損保の直近の営業経費は約 1800 億程度だが、うち
450 億～550 億程度がＩＴ関連へ投下されている（25％程度） 










生産が上がっている時期は各社バラツキがあるが、概ね 1999 年度～2004 年度、
2010 年度～2015 年度の時期となるだろう。 
一方、図 33 からは損保各社がどこでＩＴ投資を増やしたかが見て取れる。な
お、営業経費とは事業費から代理店手数料を除いたものとして算出している。中












140 億円の投資を計画。システムや人員の拡充を中心に 50 億円上乗せ
（2006/11/24 日本経済新聞）」、「2008 年度の大手 6 社合計の事業費は業務適正化
のための投資を中心に約 900 億円投じる。東京海上が 310 億円、三井住友海上が











































































































































































































三井住友海上 東京海上日動 損保ジャパン日本興亜 あいおいニッセイ同和
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また、合併後唯一生産性が急上昇しているのが、2004 年 10 月の東京海上と日
動火災の合併である。この時期の東京海上日動の保険料増収率はむしろ合併に手
間取り他社比劣位であった。図 35 の通り、生産性向上のカギは従業員削減数に














































































































































































































































































































































































































三井住友海上 東京海上日動 損保ジャパン日本興亜 あいおいニッセイ同和
東京海上日動 2004年度 2005年度 2006年度
従業員数 16,280 15,879 14,967
正味収入保険料 1,870,000 1,892,754 1,928,061
生産性 114.865 119.199 128.821















































































































































































































































































































































































































































三井住友海上 東京海上日動 損保ジャパン日本興亜 あいおいニッセイ同和
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図 39 各社成績 
1989～1998 1999～2008 2009～2017 全期間
生産性 65.920 90.179 93.156 82.738
販売効率 24.457 33.520 30.283
事業比率 38.5% 33.9% 32.4% 35.0%
代理店手数料率 19.1% 16.9% 17.4% 17.8%
営業経費率 19.4% 17.0% 15.0% 17.2%
手数料増加率 3.9% 0.1% 2.5% 2.2%
営業経費増加率 7.7% -1.6% -0.1% 2.0%
保険料増加率 4.5% 0.5% 2.2% 2.4%
生産性増加率 3.2% 0.5% 2.6% 2.1%




1989～1998 1999～2008 2009～2017 全期間
生産性 84.431 116.497 113.105 104.387
販売効率 28.763 40.034 35.103
事業比率 34.3% 32.8% 31.4% 32.9%
代理店手数料率 18.6% 16.7% 17.4% 17.6%
営業経費率 15.6% 16.1% 14.0% 15.3%
手数料増加率 4.3% 1.0% 2.3% 2.5%
営業経費増加率 8.1% 0.5% -1.4% 2.6%
保険料増加率 4.5% 1.5% 1.9% 2.7%
生産性増加率 2.2% 2.5% 0.8% 1.9%














三井住友海上 東京海上日動 損保ジャパン日本興亜 あいおいニッセイ同和
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1989～1998 1999～2008 2009～2017 全期間
生産性 71.339 85.436 77.597 78.142
販売効率 21.053 31.983 26.839
事業比率 36.5% 33.2% 32.5% 34.1%
代理店手数料率 18.6% 16.9% 17.5% 17.7%
営業経費率 17.9% 16.3% 15.1% 16.5%
手数料増加率 3.6% 1.4% 1.8% 2.3%
営業経費増加率 5.2% -0.5% -1.3% 1.2%
保険料増加率 3.8% 0.8% 1.4% 2.0%
生産性増加率 2.8% -0.4% 1.1% 1.2%




1989～1998 1999～2008 2009～2017 全期間
生産性 58.317 90.789 87.292 78.506
販売効率 18.889 22.255 20.671
事業比率 37.6% 35.0% 34.6% 35.7%
代理店手数料率 18.5% 17.4% 18.2% 18.0%
営業経費率 19.1% 17.6% 16.4% 17.7%
手数料増加率 3.6% -0.9% 2.3% 1.7%
営業経費増加率 5.2% -2.2% -0.5% 0.8%
保険料増加率 3.5% -0.1% 1.4% 1.6%
生産性増加率 4.1% 2.9% 0.3% 2.5%







だろうか。これを解明することは 2 位～4 位の損保にとって永遠の課題であるよ
うに思われる。保険業界は商品性に差がないことから、規模や効率性といった財
務データ以外の非財務データは見えづらい。しかし、今回日経 4 紙の新聞記事
（過去 30 年間）およびディスクロージャー（過去 10 年間～15 年間）を調査した

























































 図 32 をもう一度見よう。損害保険業界は毎年多額のＩＴ投資を実施してい





料自由化まで 1996 年度～1999 年度に渡っている。また、保険金不払問題につい








上日動の 2006 年度～2008 年度の中期経営計画の骨子は保険金不払問題を受けた
「ビジネスモデル変革とシステム変革」となっており、業務革新プロジェクトが






2008 年度まで完了しているが、その後リーマンショックにより 2009 年度は生産













  人間はＡＩには難しい新たな領域を開拓する必要ある 
２．ＡＩによりビジネスモデルが大きく変わると言われている 































（2004 年 10 月の東京海上と日動火災の合併の例）。よって『大規模基幹システム
刷新は生産性向上に相関はあるものの、強い相関ではなく、それ以外の要素が深
く影響している可能性が高い』ことを証明した。 
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出所：有価証券報告書をベースに筆者作成 
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